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事業所の指定は市町村ごとに行います。 

町外在住の被保険者にサービス提供をしようとするときは、その市町村長の指定を受けなければなら

ないことになりますが、その際には、町とその市町村長との調整を要しますので、指定申請の前に、指

定を受けようとする市町村に相談をしてください。 

 

ᶍ  
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 愛川町は「５級地」です。 

（１）介護報酬の地域区分 

地域区分 該当する近隣自治体 

４級地 相模原市、厚木市 

５級地 愛川町、海老名市、大和市、座間市、綾瀬市 

６級地 秦野市、清川村 

 

 

（２）１単位の単価 

地域区分 単価 

４級地 １０.５４円 

５級地 １０.４５円 

６級地 １０.２７円 

 

֯ ᶍ  

常勤換算方法  当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤

務すべき時間数（32時間を下回る場合は 32時間を基本とする。）で除すること

により、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法です。

この場合の勤務延時間数は、当該事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数

です。 

勤務延時間数  勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係

るサービス提供のための準備等を行う時間（待機時間を含む。）として明確に位

置付けられている時間の合計数とする。 

 なお、従業者１人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は、

当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。 

常 勤  当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の

従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は 32時間を基本とする。）に

達していることをいいます。 

 ただし、育児休業、介護休業等により所定労働時間の短縮措置が講じられて

いる者については、事業所として利用者の処遇に支障がない体制が整っている

場合、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うこ

とが可能です。 

専ら従事する 

専ら提供に当

たる 

 原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事し

ないことをいいます。 

 この場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務

時間をいうものであり、従業者の常勤・非常勤の別は問いません。 
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要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、必要な

日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能

の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

 

⅛  

  ◎ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者の介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよ

う、その目標を設定し、計画的に行われなければなりません。 

 

  ◎ 指定地域密着型通所介護事業者は、自らその提供する指定地域密着型通所介護の質の評価

を行い、常に改善を図らなければなりません。 

 

╢  

（１）管理者 

専ら当該事業所の管理業務に従事する常勤の管理者を置かなければなりません。 

ただし、以下の場合であって、管理業務に支障がないと認められるときには、他の職務に従事

することができます。 

    ア 当該事業所の他の職務に従事する場合 

    イ 同一敷地内※にある他の事業所、施設等の職務に従事する場合 

※同一敷地内とは、 

道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理業務に支障がないと認められる範囲内を指します。 

 

 

 

支障がある事例としては、併設の入所施設において、入所者に対しサービス提供を行う看護・介護

職員と兼務する場合等があります。 

（２）生活相談員 

  ◎ 生活相談員の資格要件は、次のいずれかに該当する者でなければなりません。 

    ア 社会福祉主事任用要件を満たす者 

（社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当する者） 

      例；社会福祉士、厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目を修了した者 など 

  イ 介護福祉士又は介護支援専門員 

ɛȢɱɆ 
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  ウ その他、上記ア・イと同等以上の能力を有すると認められる者 

 

◎ 地域密着型通所介護の提供日ごとに、提供している時間帯に生活相談員を１以上の配置が必要

です。また、生活相談員又は介護職員のうち１人以上は常勤でなければなりません。 

   

 

 

    【２単位実施の場合】 

      例）午前９時～正午、午後１時～午後６時で事業実施 

         ⇒ サービス提供時間は午前９時～午後６時となり、正午から午後１時を除くと提

供時間数は“８時間”となることから、８時間の勤務延時間数分の配置が必要と

なる。 

 

 

 

 

生活相談員の確保すべき勤務延時間数には、次の活動も含まれます。 

 ・ サービス担当者会議や地域ケア会議への出席 

 ・ 利用者または利用者家族の相談、援助 

 ・ ボランティア団体や地域住民との連携による利用者の地域生活を支える取

り組み 

（３）看護職員 

  ◎ 看護職員の配置については、単位ごと
．．．．

に専らサービス提供に当たる看護職員が１以上必要で

す。 

    提供時間帯を通じて専従する必要はないが、看護職員と密接かつ適切な連携※を図るようにし

てください。 

    また、病院・診療所・看護ステーションとの連携を図っている場合は、看護職員が確保されて

いるものとします。 

 

   ※密接かつ適切な連携とは、 

    当該事業所へ駆けつけることができる体制や、適切な指示ができる連絡体制などを確保することです。 

 

（４）介護職員 

  ◎ 介護職員の配置については、単位ごと
．．．．

に、利用者数に応じて配置が必要です。 

    また、生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、常勤でなければなりません。 

      ※２単位実施の場合、午前の利用者の数と午後の利用者の数は合算されるものではありませ

ん。 

    

    ア 利用者数１５人まで 

       

 

    イ 利用者数１６人以上 

（計算式） 提供日ごとに確保すべき勤務延時間数 ＝ 提供時間数 

（計算式） 単位ごとに確保すべき勤務延時間数 ＝ 平均提供時間数 

ɛȢɱɆ 
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 例；利用者数 18人、平均提供時間数 5時間 の場合 

        計算式 （18－15）÷5＋1＝1.6 

             1.6×5＝8  →８時間の勤務延時間数分の人員配置が必要となる。 

 

 

 平均提供時間数 

3.0h 4.0h 5.0h 6.0h 7.0h 8.0h 9.0h 

利

用

者

数 

5人 3.0h 4.0h 5.0h 6.0h 7.0h 8.0h 9.0h 

10人 3.0h 4.0h 5.0h 6.0h 7.0h 8.0h 9.0h 

15人 3.0h 4.0h 5.0h 6.0h 7.0h 8.0h 9.0h 

16人 3.6h 4.8h 6.0h 7.2h 8.4h 9.6h 10.8h 

17人 4.2h 5.6h 7.0h 8.4h 9.8h 11.2h 12.6h 

18人 4.8h 6.4h 8.0h 9.6h 11.2h 12.8h 14.4h 

19人 5.4h 7.2h 9.0h 10.8h 12.6h 14.4h 16.2h 

20人 6.0h 8.0h 10.0h 12.0h 14.0h 16.1h 18.0h 

 

 

 

看護職員・介護職員の共通する人員配置数 

※ 利用定員が１０人以下の場合 

   単位ごとに、 

提供している時間帯を通じて勤務している時間数の合計数 ÷ 提供単位時間 ＝ １以上 であ

ること。 

 

（５）機能訓練指導員 

  ◎ 機能訓練指導員の資格要件は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を

行う能力を有する者※とし、他の職務との兼任は可能です。 

 

 

 

 

 

 

（計算式） 単位ごとに確保すべき勤務延時間数 ＝  

（（利用者数－１５）÷５＋１）×平均提供時間数 

 

 ※平均提供時間数 ＝ 利用者ごとの提供時間数の合計÷利用者数 

※訓練を行う能力を有する者とは、 

   理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧

師、 

はり師及びきゅう師 

        はり師・きゅう師以外の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上

の経験をした者に限る。 

ɛȢɱɆ 
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利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練については、生活相談員又は介護職

員が兼務して行っても差し支えありません。 

 

 

 地域密着型通所介護事業所は、食堂・機能訓練室・静養室・相談室及び事務室を有するほか、消火設

備その他の非常災害に際する必要な設備、サービス提供に必要な設備及び備品等を備える必要がありま

す。 

（１）食堂及び機能訓練室、相談室、静養室 

 ◎ それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積（有効面積）は３平方メートルに

利用定員を乗じて得た面積以上が必要です。 

   →小部屋を多数設置することにより面積を確保するものではありません。 

 

 

 

面積から除外するもの 

 ・ 機能訓練等を機能訓練等を目的とした使用が想定されないスペース 

 ・ 棚やロッカーなど機能訓練と無関係なもの 

 

※ サービス提供時に利用者が直接使用するテーブルや椅子、ソファ、機能訓練に使用する器具などにつ

いては面積からの除外は不要です。 

◎ 食事の提供の際にはその提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその

実施に支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場所とすることができます。 

 ◎ 相談室は、衝立等の遮へい物の設置により相談の内容が漏えいしないよう配慮が必要です。 

 ◎ 静養室は、利用者が静養するために必要となる広さを確保してください。 

また、寝具等を設置するとともに、食堂及び機能訓練室に近接する等による見守りの体制を

整えてください。 

（２）消火設備その他の非常設備 

  消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置してください。 

（３）その他の設備 

  トイレ、洗面設備については、専ら指定地域密着型通所介護の事業用に供するものとし、利用者が

使用するのに適したもので設置してください。 

  →感染症の発症又はまん延しないよう、衛星管理に一層努めてください。 

（４）宿泊サービス 

ɛȢɱɆ 
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  ◎ 宿泊サービスとは、地域密着型通所介護の提供以外の目的で、事業所の設備を利用し、夜間

及び深夜に地域密着型通所介護以外のサービスを提供することです。 

 

   宿泊サービスを提供する場合の人員、設備及び運営に関する事項については、指針が国から示さ

れていますので、この指針に沿った事業運営に努めてください。 

  （参考；介護保険最新情報 Vol.５２４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

宿泊サービスを提供する場合 

 ・サービスの提供開始前に町に届出が必要です。 

 ・届出内容は県にも報告を行い、情報公開制度によって公表されることになります。 

 ・サービス内容に変更がある場合には、変更があったときから１０日以内に町へ届出が必要です。 

 ・休止又は廃止する場合には、休止又は廃止の日の１月前までに町へ届出をしてください。 
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（１）内容及び手続きの説明及び同意 

  地域密着型通所介護のサービス提供の開始に際し、あらかじめ利用申込者又はその家族に対し、運

営規程の概要など、重要事項を記した文書を交付して懇切丁寧に説明を行い、利用者の同意を得な

ければなりません。 

サービス提供開始についての同意は、利用申込者及びサービス事業者双方を保護する観点から、

書面によって契約内容を確認することが望ましいです。 

また、交付日は印字をしたりせず、記載してもらうようにしましょう。 

 

 

 

〔重要事項説明書に必要な記載〕 

ア 法人、事業所の概要 （法人名、事業所名、事業所番号、併設サービスなど） 

イ 営業日・営業時間・サービス提供時間 

ウ サービスの内容 

エ 単位ごとの利用定員 

オ 利用料その他費用の額 

カ 従業者の勤務体制 

キ 通常の事業の実施地域 

ク 事故発生時の対応 

ケ 苦情処理の体制 （事業所担当、市町村、国民健康保険団体連合会などの相談・苦情の窓口も記載） 

コ 利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項 

    ※ 記載内容に変更があるときは、ただちに改訂し、常に最新情報となっているようにしまし

ょう。 

（２）提供拒否の禁止 

  原則、正当な理由なくサービスの提供を拒んではなりません。特に、要介護度や所得の多寡などを

理由に拒むことは禁止です。 

 

 

 

正当な理由とは、 

  ア 事業所の現員からは利用申込みに応じきれない場合 

  イ 利用申込者の居住地が、事業所の実施地域外である場合 

 

   サービス提供困難時の対応 

    自ら適切なサービス提供が困難であると認めたときは、他の居宅介護支援事業者への連絡、適当な他

の地域密着型通所介護事業者の紹介等、その他必要な措置を講じなければなりません。 

 

（３）受給資格等の確認 

利用の申込みがあった場合は、その者の被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及

び要介護認定の有効期間を確認します。併せて、負担割合証の確認もしてください。 

 

ɛȢɱɆ 
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（４）要介護認定の申請に係る援助 

要介護認定を受けていない者から利用申込があった場合には、要介護認定の申請が、既に行われて

いるかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、利用申込者の意思を踏まえて、速やかに当該

申請が行われるよう必要な援助を行わなければなりません。 

また、継続して保険給付を受けるためには、要介護認定の更新が必要となりますので、遅くとも要

介護認定の有効期間満了日の３０日前には更新申請が行われるよう、必要な援助を行わなければなり

ません。 

 

（５）心身の状況等の把握 

  利用者に係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状

況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めて

ください。 

 

（６）居宅介護支援事業者との連携 

  生活全般のマネジメントを行う居宅介護支援事業者とは、連携を密にしておかなければなりませ

ん。 

  また、医療が必要とされる場合があることから、医療が円滑に提供できるよう、常に保健医療サー

ビス等を提供する者との連携に努めなければなりません。 

 

（７）居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 

  地域密着型通所介護のサービス提供をする際には、居宅サービス計画に沿った提供をしなければな

りません。（自己作成した居宅サービス計画の場合も同様です。） 

  訪問時間帯や内容等の変更を行った場合は、担当する介護支援専門員に対し適宜報告を行う等の適

切な連携を図るようにしてください。 

 

  居宅サービス計画の変更援助 

   利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、担当する介護支援専門員への連絡、居宅サ

ービス計画を変更する必要がある旨の説明、その他必要な援助を行わなければなりません。 

 

（８）サービス提供の記録 

  ◎ サービスの提供日及び内容、地域密着型介護サービス費の額その他必要な事項を、利用者の居

宅サービス計画書又はサービス利用票等に記載しなければなりません。 

   

◎ サービスを提供した際には、具体的なサービスの内容等を記録するとともに、利用者からの申

出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供し

なければなりません。 

 

 

 

 

  

「その他適切な方法」とは 

 例えば、利用者の用意する手帳等に記載するなどといった方法です。 
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（９）利用料等の受領 

  介護報酬のほか、次の費用についてもその利用者に負担させることが適当と認められるものの費用

等の支払を利用者から受けることができます。 

   ア 通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対する送迎費用 

   イ 延長サービスの提供等による地域密着型通所介護サービス費用基準額を超える費用 

   ウ 食事の提供に要する費用 

   エ おむつ代 

   オ 日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させること

が適当と認められる費用 

 

 

 

「ア 通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対する送迎費用」について 

  交通費については、あらかじめ、利用者又はその家族に対して説明を行い、利用者の同意を得なければ

なりません。 

「オ 日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と

認められる費用」の具体的な範囲について 

  ・利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係る費用 

  ・利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係る費用 

⇒サービス提供とは関係のない費用として徴収する。 

 

    ※シャンプー・化粧品・歯ブラシ・タオル等の日用品等でも、利用者に一律に提供されるもの

は徴収できません。 

 

（１０）利用者に関する市町村への通知 

  利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなければなり

ません。 

   ア 正当な理由なしに、地域密着型通所介護の利用に関する指示に従わないことにより、要介護

状態の程度を増進させたと認められるとき。 

   イ 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

 

（１１）緊急時の対応 

  サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は、速やかに主治の医師

への連絡を行う等の必要な措置を講じなければなりません。 

  

ɛȢɱɆ 
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ᶍ◖☺  

（１）管理者の責務 

  管理者は、従業者の管理及び利用申込みに係る調整、実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなけれ

ばならず、従業者に対して運営に関する基準を遵守させるため、必要な指揮命令を行わなければなりません。 

 

（２）運営規程 

  事業の適正な運営及び利用者に対する適切なサービス提供を確保するために、事業所ごとに事業所

名称、事業所所在地といった基本情報のほか、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程

を定めることを義務付けています。 

ア 事業の目的及び運営の方針 

イ 職員の職種、員数及び職務内容 

   ウ 営業日及び営業時間 

     →延長サービスを行う場合は、通常のサービス提供時間と延長サービスを行う時間をそれぞ

れ記載してください。 

   エ 利用定員 

     →事業所において、サービス提供できる利用者の数の上限を記載してください。 

      利用定員を超えてのサービス提供は、災害などの特別な事情を除き、行ってはなりません。 

   オ サービスの内容及び利用料、その他の費用の額 

     →サービスの内容については、入浴・食事の有無等を具体的に記載してください。 

   カ 通常事業の実施地域 

     →客観的にその区域が特定できるように記載してください。 

   キ サービス利用に当たっての留意事項 

     →機能訓練室を利用する際の注意事項等、利用者側が留意すべき事項を記載してください。 

   ク 緊急時等における対応方法 

   ケ 非常災害対策 

   コ その他運営に関する重要事項 

 

 

上記に変更が生じたときには、変更の届出をしてください。 

 

（３）勤務体制の確保 

利用者に対して、適切なサービスが提供できるよう、事業所ごとに従業者の勤務の体制を定め、その事業

所の従業者によってサービスを提供しなければなりません。また、従業者の資質の向上のために研修の機会

を確保しなければなりません。 

ただし、調理や洗濯等の利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、第三者への委託が可能で

す。 
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職員の勤務体制では、月ごとに勤務表を作成し、下記の事項を明確にするようにしてください。 

・日々の勤務時間 

・常勤、非常勤の別 

・専従の生活相談員 

・看護職員、介護職員及び機能訓練指導員の配置 

・管理者との兼務関係 

 

（４）非常災害対策 

  ◎ 指定地域密着型通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機

関への通報及び連絡体制を整備し、従業者へ周知するとともに、避難、救出及びその他必要な訓

練を行わなければなりません。 

    具体的には、 

      ア 火災等の災害時は、消防への通報体制を従業者へ周知。 

      イ 地元消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえ

るような体制作り。 

      ウ 「非常災害に関する具体的計画」とは、消防法施行規則第３条に規定する消防計画及

び風水害、地震等の災害に対処する計画をいう。 

      エ 消防業務の実施については、防火管理者が行うものとするが、防火管理者を置かなく

てもよいこととされている事業所においては、防火管理についての責任者を定め、そ

の責任者が消防業務を行う。 

 

（５）衛生管理等 

  ◎ 施設、食器その他の設備又は飲用水については、食中毒及び感染症の発生を防止するため、衛

生的な管理に努めるとともに、必要に応じて保健所の助言、指導を求め、衛生上必要な措置を講

じなければなりません。 

 

  ◎ 事業所内において、感染症の発生又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばなりません。 

    特に、インフルエンザ対策・腸管出血性大腸菌感染症（Ｏ－１５７）・レジオネラ症の感染予防

対策は、徹底した予防対策を講じてください。 

 

  ◎ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めましょう。 

 

（６）掲示 

  サービス提供開始時に、運営規程の概要や従業者の勤務体制、その他の利用申込者のサービスの選択に資

すると認められる重要事項を、利用者及びその家族に説明し、同意を得ることに加え、この重要事項を事業

所の見やすい場所に掲示することが義務付けられています。 
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（７）秘密保持等 

  ◎ 従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはいけません。 

 

 

 

ア 退職等により、過去に従業者であった者にも、秘密保持は義務付けられており、正当な理由なく秘密

を漏らすことのないよう、雇用時に取り決めをして、例えば違約金についての定めを置くなどの必要な

措置を講ずるべきとされています。 

・ イ 個人情報保護法の遵守について 

・   介護保険事業者の個人情報保護法に関するガイドラインが厚生労働省から発信されています。 

・   〈厚生労働省ホームページ〉 

https://www.mhlw.go.jp/file/06 -Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000144825.pdf 

   Q&A 

   https://www.mhlw.go.jp/file/06 -Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000166287.pdf 

ウ 同意について 

署名欄に記載があるだけではなく、同意を得る文書の内容で、利用者及び利用者家族の個人情報を用いる

ことについて触れられているかが重要です。 

 

  ◎ サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合には利用者の同意を、利用者

家族の個人情報を用いる場合は当該利用者家族の同意を文書により得ておかなければなりませ

ん。 

 

（８）指定居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

  居宅介護支援の公正中立性を確保するために、指定地域密着型通所介護事業者は、居宅介護支援事

業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの対償と

して、金品その他の財産上の利益を供与してはなりません。 

 

（９）苦情処理 

  提供したサービス等に対する利用者及びその家族からの苦情には、サービスの質の向上を図る上での重要

な情報元であるとの認識を持ち、迅速かつ適切に対応しなければなりません。 

  なお、苦情の内容等は必ず記録をしてください。 

 

《利用者が苦情を申し出るための措置》 

     相談窓口の連絡先、苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する文書（重

要事項説明書等）に記載するとともに、事業所に掲示するべきこととされています。 

  《町に苦情が寄せられた場合》 

     内容に応じるべく、町から質問や照会、文書の提出等の求めがあったときには、調査に協力をする

とともに、指導、助言を受けたときには必要な改善を行ってください。 

     ⇒ 「神奈川県国民健康保険団体連合会」に苦情が寄せられた場合も町と同様、調査協力等を行っ

てください。この場合、神奈川県国民健康保険団体連合会より改善報告の求めがあった場合には、

これに応じてください。 

ɛȢɱɆ 
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（１０）地域との連携等 

  ◎ 運営推進会議の設置 

    利用者・利用者家族・地域住民の代表者・町職員又は地域包括支援センターの職員・その他地

域密着型通所介護について知見を有する者等により構成し、提供しているサービス内容等を明ら

かにすることで、事業所の利用者に対する「抱え込み」を防止、地域に開かれたサービスとする

ことで質の確保を図ることを目的に、事業所自らが設置すべきものです。    

 

 

 

・ 開催は、おおむね６ヶ月に１回以上。 

・ 活動状況を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望、助言等を聴く機会でもある。 

・ 地域住民の代表者とは、町内会役員・民生委員・老人クラブの代表等が考えられる。 

・ 開催した会議の内容は、記録を作成し、事業所に掲示するなど公表すること。 

    （公表にあたっては、個人が特定できないように十分注意してください。） 

 

  ◎ 地域に開かれた事業として行われるよう、地域の住民やボランティア団体等との連携及び協力

を行う等の地域交流に努めるようにしてください。 

    また地域交流には、老人クラブや婦人会、非営利団体等の住民の協力を得て行う町の実施事業

も含まれます。 

 

（１１）事故発生時の対応 

  事業者は、利用者に対するサービス提供により事故が発生した場合には速やかに市町村、利用者の家族、

担当の居宅介護支援専門員等に連絡を行い、必要な措置を講じなければなりません。 

  本町では、「介護保険事業者における事故発生時の報告取扱要領」を定めていますので、手順に従って報告

をしてください。 

https://www.town.aikawa.kanagawa.jp/benri/guide/hukushi_kaigo/kaigo/kaigo/1559116980175.html  

  ◎ 事故の状況及び事故に際して採った措置について記録してください。 

     →事故が発生した場合の対応方法について、あらかじめ事業所内で定めておくことが望ましいです。 

  ◎ 賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行ってください。 

     →事業者は、損害賠償保険に加入しておくか、賠償資力を有することが望ましいです。 

 ◎ 事故原因を解明し、再発防止のための対策を講じるようにしてください。 

    →従業者へも周知徹底を図ってください。 

 ◎ 宿泊サービスの提供により事故が発生した場合にも、上記に準ずる必要な措置を講じなければなりま

せん。 

 

《報告書提出のながれ》 

  

  事業者        利用者の保険者            神奈川県高齢福祉課 

               事業所所在地である町     

  《報告を要する事故の範囲》 

    ア．サービスの提供による利用者の負傷又は死亡事故 

       → 「サービス提供による」とは送迎・通院等の間の事故も含む。 

場合によって 

ɛȢɱɆ 
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       → 通所・入所サービス及び施設サービスにおいては、利用者が事業所内にいる間も含む。 

       → 事業者側の過失の有無は問わない。 

       → 利用者が病気により死亡した場合でも、死因に疑義が生じる可能性があるとき。 

       → 事故報告後、ある程度の期間を経て死亡してしまった場合には報告書を再度提出する。 

    イ．食中毒及び感染症、結核の発生 

    ウ．従業者の法令違反及び不祥事等の発生 

       例）利用者からの預かり金の横領、個人情報の紛失・流出 など 

 

 

・ 利用者の自己過失による事故であっても、医療機関で受診したものは報告対象です。 

・ 事業者の責任の有無ではなく、サービス提供時の事故か、また、程度はどのくらいかで報告の要不要が分

かれます。 

（１２）会計の区分 

  地域密着型通所介護の事業の会計は、その他の事業と区別をしなければなりません。 

   

◎ 具体的な会計処理の方法等については、 

別途通知されている「平成１３年３月２８日 老振発第１８号 介護保険の給付対象事業における会計

の区分について」を参照してください。 

 

（１３）記録の整備 

従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければなりません。 

次に掲げるアからカの利用者に対するサービスの提供に関する記録を整備し、その完結の日から 

５年間保存となります。 

  ア 地域密着型通所介護計画 

  イ 提供した具体的なサービス内容等の記録 

  ウ 市町村への通知に係る記録 

  エ 苦情の内容等の記録 

  オ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  カ 運営推進会議の会議録 

 

  

・  ・提供した個々のサービスの内容等を記録として、次の書類を整備してください。 

○ 重要事項説明書 

○ 契約書 

○ アセスメントの記録 

○ 居宅サービス計画 

○ 業務日誌（サービス提供日、利用者名、サービス提供者名、サービス提供の状況等） 

○ 個人記録（サービス提供日、個人の様子、目標等の達成状況等） 

○ 請求書・領収書の控え 

・   ※介護給付費請求書等の請求に関する書類は、その完結の日から５年間保管してください。 

・    （平成 13年 9月 19日厚生省事務連絡） 

ɛȢɱɆ 
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1 4

※介護予防サービス
　の場合には、相当
　する居宅サービス
　を選択してくださ
　い。

2
 
 



 
22 

 

֯ ╓ ᶍ ⅛  

 ◎ 利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、地域住民との交流や地域活動へ

の参加を図りつつ、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行うこと。 

 

 ◎ 利用者一人ひとりの人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って日常生活を送ることができ

るよう配慮すること。 

  

 

 

 ◎ 漫然かつ画一的にならないように、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができる

よう必要な援助を行うものとする。 

 

 

 

 ◎ サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に利用者又はその家族に対しサービス提供方法等につい

て、理解しやすいよう説明を行う。 

 

 

 

 ◎ 介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービス提供を行うものとする。 

 

 ◎ 常に利用者等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に添って適切に行う。 

   特に、認知症である要介護者に対しては、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を整

えるものとする。 

 

 

 

 

 ◎ 事業所内でサービス提供をすることが原則であるが、条件を満たす場合には屋外でのサービス提

供が可能である。 

 

 

 

      ※安全面に配慮した職員数を配置してください。 

  

個々の利用者に応じて作成された地域密着型通所介護計画に基づいて行われるものだが、

グループごとにサービス提供が行われることを妨げるものではありません。 

認知症の状態にある要介護者で、他の要介護者と同じグループとしてサービス提供するこ

とが困難な場合には、必要に応じグループを分けて対応するなど工夫をしましょう。 

説明する内容としては、地域密着型通所介護計画の目標やその内容、利用日の行事及び日

課等も含みます。 

利用者が日常生活を送る上で自らの役割を持つことにより、達成感や満足感を得て、自信

の回復するなどの効果が期待されるとともに、自らの日常生活の場であると実感できるよ

う必要な援助を行うようにしましょう。 

ア あらかじめ地域密着型通所介護計画に位置付けられていること。 

イ 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること。 
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֯ ╓ ᶍ  

 ◎ 管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した地域密着型通所介護計画を作成し、

利用者及びその家族に対し説明をし、利用者の同意を得た上で交付しなければなりません。 

 

  

 

 

◎ 居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければなりません。 

 

 

 ◎ それぞれの利用者について、地域密着型通所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達

成状況の記録を行ってください。 

 

  

  

◎ 居宅介護支援事業者から地域密着型通所介護計画の提供の求めがあった際には、提供することに

協力するよう努めなければなりません。 

  

居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更も可能です。 

利用者の心身状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成されなければならず、

利用者の意向の反映の機会を保障するため、管理者は、地域密着型通所介護計画の作成に

当たり、内容等を説明した上で利用者の同意を得なければなりません。 

作成した地域密着型通所介護計画の目標及び内容については、実施状況や評価について説

明を行ってください。 
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֯  

╓ ᶍ ᶍ  
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╓  

（１）所要時間について 

地域密着型通所介護を行うのに要する時間は、送迎に要する時間は含まれないものであるが、送迎時に実

施した居宅内での介助等（着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸締り等）に要する時間は、次のいずれの要件

も満たす場合、１日３０分以内を限度として、地域密着型通所介護を行うのに要する時間に含めることがで

きます。 

ア 居宅サービス計画及び地域密着型通所介護計画に位置付けた上で実施する場合 

イ 送迎時に居宅内の介助等を行う者が、次のいずれかに該当する場合 

・介護福祉士、実務者研修修了者 

・介護職員基礎研修課程修了者、１級課程修了者、介護職員初任者研修修了者（２級課程修了者を含

む） 

・看護職員、機能訓練指導員 

・当該事業所における勤続年数と同一法人の経営する他の介護サービス事業所 

・医療機関、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員としての勤続年数の合計

が３年以上の介護職員である場合 

 

 

 当日の利用者の心身の状況から、サービス提供が地域密着型通所介護計画上の所要時間よりもやむ

を得ず短くなった場合には、計画上の単位数を算定して差し支えありません。 

 しかし、計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、地域密着型通所介護計画を変更のう

え、変更後の所要時間に応じた単位数で算定するようにしてください。 

（２）所要時間２時間以上３時間未満の取扱い （利用者等告示第３５の３） 

  ２時間以上３時間未満の単位数を算定できる利用者は、いずれかに該当するときです。 

   ア 心身の状況から、長時間のサービス利用が困難である者であること。 

   イ 病後等で短時間の利用から始めて長時間利用に結びつけていく必要がある者であること。 

   ウ 利用者側のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難な者であること。 

 

 

 単に入浴サービスのみといった利用で算定することは適当ではありません。 

 算定できる場合は、あくまでも利用者の日常生活動作能力などの向上のために、日常生活を通じた

機能訓練等として実施されるサービス提供が対象となります。 

 

  

ɛȢɱɆ 

ɛȢɱɆ 
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（３）９時間を越えるサービス利用の取扱い（延長サービスを行った場合の加算） 

  ◎ 所要時間が８時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して日常生活上の世話を

行う場合について、５時間を限度として算定されるものです。 

ポイント 

・  当該加算は、地域密着型通所介護と延長サービスを通算した時間が９時間以上の部分について算定

されるものです。 

・    例： ８時間の地域密着型通所介護の後に、連続して５時間の延長サービスを行った場合 

・         通算時間は１３時間。 

・         １３時間 － ９時間 ＝ ４時間分  → ＋２００単位が算定可能 

 

  ◎ 事業所の実情に応じて、適当数の従業者を配置している必要があります。 

 

  ◎ 利用者が事業所を利用した後に、引き続き宿泊サービスを利用する者については算定できませ

ん。 

 

 

  在宅生活している者で、常時看護師による観察を必要とする難病、認知症、脳血管疾患後後遺症等

を有する重度者又はがん末期の利用者に対し算定するものです。 

（１）サービス提供時間について 

  利用者の居宅に迎えに行った時から、居宅に送り届けたのち利用者の状態の安定等を確認するまで

を含めて一連のサービスとなるため、これらの時間を合わせサービス提供時間となります。 

 

 

 

・  居宅への迎えの際に、事業所の看護職員が利用者宅においてまず状態を観察し、通所できる状態であるこ

とを確認し、事業所から居宅に戻ったときにも状態の安定等を確認することが重要です。 

（２）サービス提供について 

  療養通所介護の提供に当たっては、利用者の状態に即した適切な計画を作成するとともに、在宅生

活を支援する観点から、主治医や訪問看護事業者等と密接な連携を図りつつ、サービス提供を行

うようにしてください。 

 

᷊ᴻḛḁ נּטּ  ă ᶍ  

（１）加算（Ⅰ）イ 

   

 

 

 

ˢ▄ Ὧ  x ⱳχΜγϦτϜᵺ βϥάρ  ̒

 ⱧỘ χᵒῐ Ԍχ χΞκʺo ῐ ♅●χ ϛϥᶤ›Υ͍͌͌ χ͑͌ӟ

πΚϥάρ  ̒

 Ԍ ᵃ ʾ Ԍṁ ὧ τᵺ ΰοΜσΜάρ  ̒

ɛȢɱɆ 
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（２）加算（Ⅰ）ロ 

 

 

 

 

（３）加算（Ⅱ） 

 

 

 

 

（４）加算（Ⅲ） 

 

 

 

 

 

 

  ◎ 各加算の算定要件にある「利用者に直接提供する職員」とは、 

     ・生活相談員 

 ・看護職員 

・介護職員 

・機能訓練指導員 として勤務する職員を指します。 

 

  ◎ 職員の割合の算出については、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平均で算

出してください。 

 

  ◎ 介護福祉士については、各月の前月末日時点で資格を取得している者を対象とします。 

 

  ◎ 勤続年数とは、各月の前月末日時点における勤続年数になります。 

     例）令和２年４月における勤続年数３年以上の者 

→ 令和２年３月３１日時点で勤続年数が３年以上であること。 

 

 

 勤続年数の算定については、当該事業所においての勤続年数に加え、同一法人であれ

ば他の介護事業所や病院、社会福祉施設等での勤務年数も含めることが出来ます。 

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

① 事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の４０以上

であること。 

② 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

① 地域密着型通所介護のサービスを利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続

年数３年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

② 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

① 療養通所介護のサービスを利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数３

年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

② 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ɛȢɱɆ 
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╢ נּ  ă ᶍ  

参考資料；平成３０年３月２２日老発 0322第２号 

    「介護職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」 

 

  介護サービスに従事する介護職員の賃金改善に充てることが目的とされ、介護人材の職場定着性、

賃金制度の整備・運用、昇給と結びついた形でのキャリアアップの仕組みの構築等、安定的な処遇改

善に努めてください。 

  また、神奈川県において「介護職員処遇改善加算取得促進支援事業」として、専門家による無料の

訪問支援事業がありますので、相談したいことやアドバイスを受けたいといった希望があるときには

ぜひご活用ください。 

 

（１）加算の取得についての届出 

  ア 賃金改善実施期間 

     ４月から翌年３月まで （年度の途中で取得する場合は、取得月から３月まで） 

  イ 介護職員処遇改善計画書の作成、提出 

     賃金改善を行う賃金項目及び方法については、可能な限り給与項目の種類（基本給・賞与等）

や対象職員、一人当たりの平均賃金改善見込額等、具体的に記載してください。 

     提出時期は、加算を取得する年度の前年度２月末日までに高齢介護課までお願いします。 

    （年度の途中で加算を取得しようとするときは、取得しようとする月の２ヶ月前まで。） 

  ウ 賃金改善の実績報告書の作成、提出 

     加算を取得した際には、実績報告書を作成し、２年間保存をしてください。 

     提出時期は、加算を取得した年度の翌年度７月末日までに高齢介護課までお願いします。 

  エ 書類の様式 

     「介護情報サービスかながわ」のホームページよりダウンロードが可能です。 

        －事業者 

         －ライブラリ 

          ―０．介護職員処遇改善加算・介護職員特定処遇改善加算 

  



 
29 

 

 

（２）算定要件 

  算定にあたっては、各要件を満たす必要があり、これらの内容について、就業規則等の書面にて介

護職員へ周知してください。 

 

  ア キャリアパス要件 

 

（Ⅰ） 職位・職責・職務内容等に応じた任用要件と賃金体系を整備すること。 

（Ⅱ） 資質向上のための計画を策定して研修の実施又は研修の機会を確保すること。 

（Ⅲ） 
経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給

を判定する仕組みを設けていること。 

 

  イ 職場環境要件 

     賃金改善以外の処遇改善を実施すること。 

       例）・働きながら介護福祉士資格取得を目指す者や、より専門性の高い介護技術を取得し

ようとする者への研修受講支援 

         ・子育てとの両立を目指す者のための育児休業制度等の充実 

         ・事故、トラブルへの対応マニュアル等の作成による責任の所在の明確化 

         ・非正規職員から正規職員への転換  など 

 

（３）加算の区分 

 

  

加 算（Ⅰ） 

    

加 算（Ⅱ） 

   

加 算（Ⅲ） 

  

加 算（Ⅳ） 
 

加 算（Ⅴ） 

▽ ▽ ▽ ▽ ▽ 

キャリアパス要件 

（Ⅰ）～（Ⅲ） 

＋ 

職場環境要件 

全て満たすこと 

キャリアパス要件 

（Ⅰ）～（Ⅱ） 

＋ 

職場環境要件 

全て満たすこと 

キャリアパス要件 

（Ⅰ）～（Ⅱ）の 

いずれか 

＋ 

職場環境要件を 

満たすこと 

キャリアパス要件 

（Ⅰ）～（Ⅱ） 

または 

職場環境要件の 

いずれかを 

満たすこと 

キャリアパス要件 

（Ⅰ）～（Ⅱ） 

または 

職場環境要件の 

いずれも 

満たさないこと 
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╢ נּ  ă ᶍ  

参考資料；平成３１年４月１２日老発 0412第８号 

    「介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに 

事務処理手順及び様式例の提示について」 

 

  令和元年１０月より、介護職員の確保・定着につなげていくため、これまでの介護職員処遇改善加

算に加え創設されたもので、経験・技能のある介護職員に重点化しつつ、職員の更なる処遇改善に努

めてください。 

  また、神奈川県において「介護職員処遇改善加算取得促進支援事業」として、専門家による無料の

訪問支援事業がありますので、相談したいことやアドバイスを受けたいといった希望があるときには

ぜひご活用ください。 

 

（１）加算の算定計算式 

  地域密着型通所介護の基本サービス費に、介護職員処遇改善加算を除く各種加算減算を加えた１月

当たりの総単位数に、サービス別加算率を乗じる。 

    ・加算（Ⅰ）・・・１.２％ （12／1,000） 

    ・加算（Ⅱ）・・・１.０％ （10／1,000） 

     ※１円未満の端数切り捨て 

     

（２）加算の取得についての届出 

  ア 賃金改善実施期間 

     ４月から翌年３月まで （年度の途中で取得する場合は、取得月から３月まで） 

  イ 介護職員処遇改善計画書の作成、提出 

     賃金改善を行う賃金項目及び方法については、可能な限り給与項目の種類（基本給・賞与等）

や対象職員、一人当たりの平均賃金改善見込額等、具体的に記載してください。 

     なお、様式中⑪では「経験・技能のある介護職員」の基準設定の考え方については、必ず記

載をしてください。 

     提出時期は、加算を取得する年度の前年度２月末日までに高齢介護課までお願いします。 

  ウ 賃金改善の実績報告書の作成、提出 

     加算を取得した際には、実績報告書を作成し、２年間保存をしてください。 

     提出時期は、加算を取得した年度の翌年度７月末日までに高齢介護課までお願いします。 

  エ 書類の様式 

     「介護情報サービスかながわ」のホームページよりダウンロードが可能です。 

        －事業者 

         －ライブラリ 

          ―０．介護職員処遇改善加算・介護職員特定処遇改善加算 
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（３）算定要件 

 

ア 
介護福祉士の

配置等要件 
サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イを算定していること。 

イ 現行加算要件 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかを算定していること。 

ウ 
職場環境等 

要件 

・平成２０年１０月から届出を要する月の前月までに実施した処遇改善

の内容を全ての職員に周知していること。 

・「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」、「その他」の区分ごとに１つ

以上の取り組みを行っていること。 

エ 見える化要件 

※令和２年度より算定要件となります。 

加算の取得状況や、賃金以外の処遇改善に関する具体的な取組内容をホー

ムページへの掲載等により情報を公表していること。 

 

  ◎ 算定要件を満たしていれば加算を取得できることから、勤続１０年以上の介護福祉士がいない

場合でも加算の取得は可能です。 

 

◎ ウについては、介護職員処遇改善加算に関するこれまでの取り組みに加えて新たな取り組みを

行うことまでは求めていません。 

 

（４）加算の区分 

 

   ◎ 加算（Ⅰ）…算定要件ア～エを全て満たしていること。 

    

   ◎ 加算（Ⅱ）…算定要件イ～エを全て満たしていること。 

  

特定加算（Ⅰ）

（Ⅱ） 

    

特定加算（Ⅰ）

（Ⅱ） 

   

特定加算（Ⅰ）

（Ⅱ） 

  

介護職員処遇 

改善加算（Ⅰ） 

  

加 算（Ⅱ） 

  

加 算（Ⅲ） 

  

加 算（Ⅳ） 
 

加 算（Ⅴ） 

▽ ▽ ▽ ▽ ▽ 

キャリアパス要件 

（Ⅰ）～（Ⅲ） 

＋ 

職場環境要件 

全て満たすこと 

キャリアパス要件 

（Ⅰ）～（Ⅱ） 

＋ 

職場環境要件 

全て満たすこと 

キャリアパス要件 

（Ⅰ）～（Ⅱ）の 

いずれか 

＋ 

職場環境要件を 

満たすこと 

キャリアパス要件 

（Ⅰ）～（Ⅱ） 

または 

職場環境要件の 

いずれかを 

満たすこと 

キャリアパス要件 

（Ⅰ）～（Ⅱ） 

または 

職場環境要件の 

いずれも 

満たさないこと 
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  職場環境等要件 

資質の向上 

・ 働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専

門性の高い介護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サ

ービス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援（研修

受講時の他の介護職員の負担を軽減するための代替職員確保を含む） 

・ 研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動 

・ 小規模事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築 

・ キャリアパス要件に該当する事項（キャリアパス要件を満たしていない介護事

業者に限る） 

・ その他 

労働環境・処遇 

の改善 

・ 新人介護職員の早期離職防止のためのエルダー・メンター（新人指導担当者）

制度等導入 

・ 雇用管理改善のための管理者の労働・安全衛生法規、休暇・休職制度に係る研

修受講等による雇用管理改善対策の充実 

・ ＩＣＴ活用（ケア内容や申し送り事項の共有（事業所内に加えタブレット端末

を活用し訪問先でアクセスを可能にすること等を含む）による介護職員の事務

負担軽減、個々の利用者へのサービス履歴・訪問介護員の出勤情報管理による

サービス提供責任者のシフト管理に係る事務負担軽減、利用者情報蓄積による

利用者個々の特性に応じたサービス提供等）による業務省力化 

・ 介護職員の腰痛対策を含む負担軽減のたえの介護ロボットやリフト等の介護機

器等導入 

・ 子育てとの両立を目指す者のための育児休業制度等の充実、事業所内保育施設

の整備 

・ ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職

員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善 

・ 事故、トラブルへの対応マニュアル等の作成による責任の所在の明確化 

・ 健康診断、こころの健康等の健康管理面の強化、職員休憩室や分煙スペース等

の整備 

・ その他 

その他 

・ 介護サービス情報公表制度の活用による経営、人材育成理念の見える化 

・ 中途採用者（他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等）に特化した人事制

度の確立（勤務シフトの配慮、短時間正規職員制度の導入等） 

・ 障害を有する者でも働きやすい職場環境構築や勤務シフト配慮 

・ 地域の児童、生徒や住民との交流による地域包括ケアの一員としてのモチベー

ション向上 

・ 非正規職員から正規職員への転換 

・ 職員の増員による業務負担の軽減 

・ その他 
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╢ נּ  

  共生型地域密着型通所介護の指定を受けている事業所であって、共生型地域密着型通所介護の提供

による加算を算定していて、次のいずれにも該当する場合は、生活相談員配置等加算として、１日に

つき１３単位を所定単位数に加算できます。 

 

 

 

◎ 提供日ごとに、共生型地域密着型通所介護を行う時間帯通じて１名以上配置する必要がある。 

１週間のうち特定の曜日だけ生活相談員を 配置している場合は、その曜日のみ加算の対象と

なる。 

◎ 開放スペースや保育園等との交流会の開催、認知症カフェの設置、地域住民が参加できるイベ

ント（お祭り等）の開催など、地域や多世代との関わりを持つためのものとするよう努めること。 

 

נּ  

  入浴中の利用者の観察※を含む介助を行う場合について算定されるものです。 

  結果として、身体に直接接触する介助を行わなかった場合についても、加算の対象になります。 

  ただし、地域密着型通所介護の計画上、入浴の提供が位置付けられていても、利用者の事情により

入浴を実施しなかった場合については、算定できません。 

 

 

※「観察」とは、 

 自立生活支援のための見守り的援助であり、利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上の

ために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認

などを行うことをいいます。 

 

᷆ᶷ נּ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

  ① 歴月ごとに看護職員又は介護職員に加え、看護職員又は介護職員を常勤換算方法で２

以上確保していること。 

  ② 前年度（３月を除く。）又は算定日が属する月の前３月間の利用者の総数のうち、要介

護状態区分が要介護３～５である者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

   （要支援者は含まない。） 

  ③ 地域密着型通所介護を行う時間帯を通じて、専ら地域密着型通所介護の提供に当たる

看護職員を１名以上配置していること。（兼務不可） 

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

① 生活相談員を１名以上配置していること。 

② 地域貢献する活動を行っていること。 

ɛȢɱɆ 
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  ◎ ①について、常勤換算方法を計算する際の勤務延時間数については、延長サービス分は含めま

せん。（小数点第２位以下切捨て） 

  ◎ ②について、割合については、１月当たりの実績の平均で利用実人員数又は利用延人員数を用

いて算定するものとする。 

    計算方法の取扱いは、 

      ・前年度の実績が６月に満たない事業所は加算不可。 

      ・前３月の実績により利用者の割合を算出した場合は、直近３月間は毎月継続的に所定の

割合を維持しなければなりません。 

      ・毎月ごとに記録をして、所定の割合を下回った場合は算定できません。 

       （誤って請求を行った場合には、不正請求となり、返還措置または悪質な場合には指定

の取消しとなることもあります。） 

 

 

・ 事業所を利用する利用者全員に算定することができます。 

・ 中重度の要介護者であっても、社会性の維持を図り在宅生活の継続に資するケアを計画的に実施

するプログラムを作成する必要があります。 

 

נּ  

  厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、利用者に対して機能訓練を行っている場合

には、１月につき２００単位が算定できます。 

ただし、個別機能訓練加算を算定している場合には、１月につき１００単位の加算となります。 

 

◎ 医療提供施設※が事業所を訪問し、事業所の機能訓練指導員等と共同してアセスメント、利用者

の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◎ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能向上を目的とする機能訓練の項目

を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供しているこ

と。 

 

 

※「医療提供施設」･･･ 

診療報酬における疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院もしく

は診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設もしくは介護医療院のこと。 

個別機能訓練計画には、 

 利用者ごとに目標、実施時間、実施方法等の内容を記載してください。 

 目標については、利用者・利用者家族・介護支援専門員の意見を踏まえ、段階的

な目標を設定するなど可能な限り具体的かつ分かりやすい目標にしてください。 

ɛȢɱɆ 
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  ◎ 機能訓練指導員等が理学療法士等と連携し、個別機能訓練計画の進捗状況を３月ごとに１回以

上評価し、利用者又はその家族に対して機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明

し、必要に応じて訓練内容の見直し等を行っていること。また、評価内容や目標の達成度合いに

ついても報告・相談するとともに、必要に応じて理学療法士等から必要な助言を得た上で、ＡＤ

ＬやＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 

 

נּ  

  人員基準にある機能訓練指導員が、個別機能訓練計画に基づき、計画的に行った機能訓練について

算定をします。 

個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している者であっても、別途個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る訓練を

実施した場合は、同一日であっても個別機能訓練加算（Ⅱ）を算定できます。 

       機能訓練指導員の配置に要注意です。 

        加算（Ⅰ）に係る機能訓練指導員とは別に、加算（Ⅱ）に係る機能訓練指導員の配置が

必要です。 

（１）個別機能訓練加算（Ⅰ） 

  身体機能への働きかけを中心に行われるものです。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◎ 理学療法士等が配置される曜日はあらかじめ定められ、周知されている必要があります。 

    例）１週間のうち、月～金曜日 常勤の理学療法士が勤務 ⇒算定対象 

             土・日曜日 非常勤の理学療法士が勤務 ⇒算定非対象 

    ※注意 

     看護職員が機能訓練指導員として職務に従事する場合は、当該職務の時間は看護職員として

の人員基準の算定に含まれません。 

 

  ◎ 機能訓練の項目の選択については、利用者が選択した項目ごとにグループに分かれて活動する

ことで、心身の状況に応じた機能訓練が適切に提供されることが必要です。 

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

  ① 地域密着型通所介護を行う時間帯を通じて、専ら常勤の機能訓練指導員を１名以上配

置していること。（機能訓練指導員については、人員基準を参照。） 

  ② 個別機能訓練計画の作成及び実施において利用者の自立支援と日常生活の充実に資

するよう複数の種類の機能訓練の項目を準備し、その項目の選択に当たっては、利用者

の生活意欲が増進されるよう援助し、心身の状況に応じた機能訓練を適切に行っている

こと。 

  ③ 機能訓練指導員等が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、計画に基づ

き、計画的に機能訓練を行っていること。 

  ④ 機能訓練指導員等が利用者宅を訪問し、個別機能訓練計画を作成、その後３月ごとに

１回以上、利用者又はその家族に対して、機能訓練内容と個別機能訓練計画の進捗状況

等を説明した上で訓練内容等の見直し等を行っていること。 
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（２）個別機能訓練加算（Ⅱ） 

  身体機能そのものの回復を主たる目的とする訓練ではなく、適切なアセスメントにより利用者のＡ

ＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握し、残存する身体機能を活用して生活機能の維持・向上を図り、目標

を設定して訓練を実施し、利用者が居宅において可能が限り自立して暮らし続けることが目的です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◎ 理学療法士等が配置される曜日はあらかじめ定められ、周知されている必要があります。 

    例）１週間のうち、特定の曜日だけ理学療法士等が勤務  ⇒その該当曜日に直接訓練の提供

を受けた利用者のみが算定対

象 

    ※注意 

     看護職員が機能訓練指導員として職務に従事する場合は、当該職務の時間は看護職員としての人員基準

の算定に含まれません。 

 

  ◎ 類似の目標を持ち同様の訓練内容が設定された５人程度以下のグループに対して機能訓練指導

員が直接訓練を実施し、必要に応じて事業所内外の設備等を用いた実践的かつ反復的な訓練であ

ることが必要です。 

    また、訓練を効果的に実施するためには、計画的・継続的に行う必要があることから、おおむ

ね週１回以上実施することを目安としてください。 

 

┐ נּ  

  地域密着型通所介護事業所において、利用者に対して指定通所介護を行った場合は、評価対象期間※

の満了日の属する年度の次の年度内に限り、１月につき所定単位数に加算可能です。 

  ただし、本加算を算定している場合においては、その他の加算は算定できません。 

 

 

 

 

 

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

  ① 専ら機能訓練指導員を１名以上配置していること。 

  ② 機能訓練指導員等が共同して、利用者の生活機能向上に資するよう利用者ごとの心身

の状況を重視した個別機能訓練計画を作成していること。 

  ③ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準

備し、理学療法士等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供しているこ

と。 

  ④ 機能訓練指導員等が利用者宅を訪問し、個別機能訓練計画を作成、その後３月ごとに

１回以上、利用者又はその家族に対して、機能訓練内容と個別機能訓練計画の進捗状況

等を説明した上で訓練内容等の見直し等を行っていること。 

※「評価対象期間」 

  ＡＤＬ維持等加算を算定する年度の初日の属する年の前年１月から１２月までの期間

をいい、通所介護事業所又は地域密着型通所介護事業所を連続して６月以上利用している

その利用期間を「評価対象利用期間」という。 
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  ◎ ＡＤＬの評価は、Barthel  Indexを用いて行ってください。 

 

  ◎ ＡＤＬ値の提出は、加算(Ⅰ)の場合にはサービス本体報酬の、加算(Ⅱ)の場合には加算(Ⅱ)の介護給

付費明細書にある給付費明細欄の摘要欄に記載することで提出となります。 

 

  ◎ 令和元年度以降に加算を算定する場合、加算を算定する年度の初日の属する年の前年１月～１２月に、

算定要件を満たしているものとして町に算定に関する届出を行っているときは、届出の日から同年１２

月までの期間を評価対象期間とします。 

（１）ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） 

 

 

 

 

 

 

  

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

  ① 利用者の総数が２０人以上であること。 

  ② 利用者総数のうち、評価対象利用期間の初月において、要介護３～５である者の占め

る割合が１００分の１５以上であること。 

  ③ 利用者総数のうち、評価対象利用開始月において、初回の要介護認定又は要支援認定

があった月から起算して１２月以内である者の占める割合が１００分の１５以下であ

ること。 

  ④ 利用者総数のうち、評価対象利用開始月と、当該月から起算して６月目において、機

能訓練指導員がＡＤＬを評価し、その評価に基づく値の占める割合が１００分の９０以

上であること。 

  ⑤ 評価対象利用開始月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から、評価対象利用

開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値が多い順に、提出者の総数の上位１００分

の８５に相当する数の利用者について、下記の(１)～(３)までの区分ごとに振り分けた

後その区分ごとに定める値を合計して得た値がゼロ以上であること。 

区  分 値 

(１)ＡＤＬ利得が０より大きい者 ＋１ 

(２)ＡＤＬ利得が０の者 ±０ 

(３)ＡＤＬ利得が０未満の者 －１ 

 

「評価対象利用開始月」 

  複数の評価対象利用期間の初月が存在する場合は、最も早い月を指す。 

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

  ① ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)の算定要件を全て満たしていること。 

  ② 指定通所介護事業所又は指定地域密着型通所介護事業所の利用者について、算定日が

属する月に当該利用者のＡＤＬ値を測定し、その結果を厚生労働省に提出しているこ

と。 
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נּ  

  地域密着型通所介護事業所において、日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認めら

れることから介護を必要とする認知症の者※に対して地域密着型通所介護を行った場合に算定します。 

  ただし、共生型地域密着型通所介護のサービス提供によって加算を算定している場合は算定できま

せんが、中重度者ケア体制加算との併算定は可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◎ 認知症の者の割合について、前年度（３月を除く。）又は届出日の属する月の前３月の１月当た

りの実績の平均について、利用実人員数又は利用延人員数を用いて算定するものとします。 

  （利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は、中重度ケア体制加算の算定要件②と同様で

す。） 

 

  ◎「認知症に関する研修を修了した者」とは、下記の研修修了者を指しています。 

      ・認知症介護指導者養成研修  ・認知症介護実践リーダー研修 

      ・認知症介護実践者研修 

 

  ◎ 本加算を算定する場合には、認知症症状の進行の緩和に資するケアを計画的に実施するプログ

ラムを作成していることが必要です。 

 

נּ  

  初老期における認知症によって要介護者となった者（若年性認知症利用者）に対して、地域密着型

通所介護を行った場合に算定が出来ます。 

  しかし、認知症加算を算定している場合は、算定できません。 

 

 

 

 

  

※「日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められることから 

介護を必要とする認知症の者」 

 ･･･日常生活自立度のランクⅢ,Ⅳ又はＭに該当する者をいう。 

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

  ① 人員基準にて規定する看護職員又は介護職員の員数に加え、看護職員又は介護職員を

常勤換算方法で２以上確保していること。 

  ② 前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の総数のうち、認知症の者の占める

割合が１００分の２０以上であること。 

  ③ 地域密着型通所介護を行う時間帯を通じて、認知症に関する研修を修了した者を１名

以上配置していること。 

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

  受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めていること。 
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♁ נּ  

  低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、低栄養状態の改善等を目的として、

個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理をする栄養改善サービスに対する加算です。 

  加算は、３月以内の期間に限り、１月に２回が限度です。 

  ただし、サービス開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せずに引

き続きサービスを必要とする利用者については、継続して算定することが出来ます。 

 

 〔対象者〕 

     ア ＢＭＩが１８．５未満である者 

     イ １～６月間で３％以上の体重減少又は地域支援事業の基本チェックリストの№１１ 

「６ヶ月間で２～３㎏以上の体重減少がありましたか」の質問に対し、「はい」と回答した者 

     ウ 血清アルブミン値が３．５ｇ／ｄｌ以下である者 

     エ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者 

     オ その他以下のような栄養状態にある又はそのおそれがある者 

 

なお、次のような問題を有する者については、適宜確認をお願いします。 

      ・口腔、摂食、嚥下機能の問題 

（基本チェックリスト １３・１４・１５の質問に「はい」と回答した場合） 

・生活機能の低下の問題 

      ・褥瘡に関する問題 

      ・食欲の低下の問題 

      ・閉じこもりの問題  （基本チェックリスト １６・１７の質問に「はい」と回答した場合） 

      ・認知症の問題  （基本チェックリスト １８・１９・２０の質問に「はい」と回答した場合） 

      ・うつの問題  （基本チェックリスト ２１～２５の質問に、２項目以上「はい」と回答した場合） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◎ 作成した栄養ケア計画については、利用者又はその家族に対し説明を行い、同意を得るように

してください。 

 

  ◎ おおむね３月ごとに体重を測定する等による栄養状態の評価結果については、担当する介護支

援専門員や主治の医師に対して情報提供するようにしてください。  

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

  ※栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行わ

れること。 

  ① 事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置している

こと。 

  ② 利用者の栄養状態を利用開始時に把握（栄養アセスメント）し、管理栄養士・看護職

員・介護職員・生活相談員等が共同して、利用者ごとの摂食、嚥下機能及び食形態にも

配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

  ③ 栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに、利用者

の栄養状態を定期的に記録し、計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

  ④ 事業所において、定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
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♁ ḁ᷄Ḳᴻḓḻּ᷅נ  

  地域密着型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態につい

て確認を行い、利用者の栄養状態に関する情報を担当介護支援専門員に提供した場合に算定します。 

  なお、算定にあたっては次のことに注意してください。 

・利用者について、他の事業所にて既に栄養スクリーニング加算を算定している場合は算定

できません。 

・栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び栄養改善サービスが終了し

た日の属する月は算定できません。 

・栄養スクリーニングの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サービスが必要と判断された場合

は、栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加算は算定できます。 

・本加算を算定する事業所は、サービス担当者会議で決定することとし、栄養スクリーニング

を継続的に実施しなければなりません。 

 〔対象者〕 

     「栄養改善加算」の対象者となっているア～エに該当する 

  

ͪ ֵ

1
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6

7

8

9

10 ／５

11

12 ／２

13

14

15 ／３

16

17
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20 ／３

21

22

23

24

25 ／５

／10
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נּ  

  口腔機能が低下している又はそのおそれのある利用者に対して、口腔清掃、接触・嚥下機能の訓練

及び指導、利用者の心身の状態の維持・向上といった口腔機能向上サービスを行った場合に、３月以

内の期間に限り１月に２回を限度として加算することができます。 

 〔対象者〕  

     ア 認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の３項目のいずれかの項目において 

「１」以外に該当する者 

     イ 基本チェックリストの口腔機能に関する項目（１３）～（１５）のうち、２項目以上が 

「いいえ」に該当する者 

     ウ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◎ 口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合もあるため、必要に応じて介護支援専

門員や主治の歯科医師等への情報提供、受診勧奨など適切な措置を講じるようにしてください。 

    

   ※ 歯科診療を受診している場合、次にあてはまるときは加算の算定は出来ません。 

      ア 医療保険にて摂食機能療法を受けている場合。 

      イ 医療保険にて摂食機能療法を受けていなが、介護保険の口腔機能向上サービスの「摂食・嚥下機

能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合。 

 

  ◎ 口腔機能改善管理指導計画を作成したときは、利用者又はその家族に説明を行い、同意を得な

ければなりません。 

 

  ◎ 評価の結果、下記のいずれかに該当する場合は、サービス提供により口腔機能の向上又は維持

の効果が期待できると認められるときは、継続的にサービス提供を実施し、加算の算定が可能で

す。 

      ア 口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能の低下が認められる場合 

      イ 口腔機能向上サービスを継続しないことにより、口腔機能が低下するおそれのある場

合 

  

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

  ① 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 

  ② 利用開始時に、利用者の口腔機能に関する解決すべき課題の把握を行い、言語聴覚士、

歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員等が共同して取り組むべき事項等を記載

する「口腔機能改善管理指導計画」を作成していること。 

  ③ 口腔機能改善管理指導計画に基づき行われている口腔機能向上サービスについては、

定規的に記録していること。 

  ④ おおむね３月ごとに口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価すること。 

  ⑤ 定員超過利用、人員基準欠如に該当していないこと。 
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נּטּ  

 

 

 

 

 

 

  ◎ 療養通所介護計画上、個別送迎の提供が位置付けられていても、利用者側の事情により個別送

迎を実施しなかった場合については算定できません。 

 

נּטּ  

 

 

 

 

 

 

  ◎ 療養通所介護計画上、入浴介助の提供が位置付けられていても、利用者側の事情により入浴介

助を実施しなかった場合については算定できません。 

 

╗ ᶊ ᵸᶪ ᶎ ╗ ᵪᶨ ᵸᶪ ᶊ ᶪ  

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◎ 傷病により、一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護者であって、かつ建物の構造

上、自力での通所が困難である者に対し、２人以上の従業者が、利用者宅と事業所間の往復の移

動を介助した場合に限り、減算とはなりません。 

        

      ２人以上の従業者による移動介助を必要とする理由、移動介助の方法及び期間について、

介護支援専門員とサービス担当者会議等で慎重に検討し、その内容及び結果については地

域密着型通所介護計画に記録をしなければなりません。 

  

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

  ① 療養通所介護事業所における２名以上の従事者により、個別の送迎を行っていること。 

  ② ①の従事者のうち１名は、看護師又は准看護師であること。 

（算定要件） 次のいずれにも該当すること。 

  ① 療養通所介護事業所における２名以上の従事者により、個別に入浴介助を行っている

こと。 

  ② ①の従事者のうち１名は、看護師又は准看護師であること。 

「同一建物」とは、 

  地域密着型通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物を指すものであり、具体的には、当

該建物の１階部分に地域密着型通所介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている

場合が該当します。 

同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しません。 
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 利用者に対して、その居宅と事業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき減算の対象となりま

す。 

◎ 利用者が自ら通う場合、利用者家族が送迎を行う場合、同一建物に居住する又は同一建物から

通所する利用者は本減算の対象にはなりません。 

 

╢ ᶊᶧᶪ  

  事業所の看護職員及び介護職員の配置数が人員基準上満たすべき員数を下回っている、いわゆる人

員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行います。 

  ◎ 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合にはその翌月から人員基準欠如が

解消されるに至った月まで、利用者全員について所定単位数を７０％に減算します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◎ １割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月ま

で、利用者全員について所定単位数を７０％に減算します。 

 

 

（看護職員の算定式） 

０.９ ≦ 
サービス提供日に配置された延べ人数 

＜ １.０ 
サービス提供日数 

     

（介護職員の算定式） 

０.９ ≦ 
当該月に配置された職員の勤務延時間数 

＜ １.０ 
当該月に配置すべき職員の勤務延時間数 

 

 

 

上記の要件に当てはまらなければ減算とはなりませんが、１日でも人員が足りなければ基準違反で

す。「減算にならなければよい」といった考え方で運営をしないようにしてください。 

 

（看護職員の算定式） 

サービス提供日に配置された延べ人数 
＜ ０.９ 

サービス提供日数 

   

（看護職員の算定式）   

  当該月に配置された職員の勤務延時間数 
＜ ０.９ 

  当該月に配置すべき職員の勤務延時間数 
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